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議会による
� 行政評価
議会による
� 行政評価

　町では、「まちづくり基本条例」に基づ
き行政活動を点検し、改善を図るため、令
和５年度一般会計決算による行政評価（事
務事業評価）を実施し、「議会基本条例」
に基づく決算説明資料として議会に提出し
ています。

　10月24日に総務教育常任委員会、経済
福祉常任委員会で議員提出の全67事務事
業評価を調整し、議会評価を決定、町へ手

　議会では、「議会行政事務事業評価要綱」
を定め、各事務事業について議会側の評価
を示し、議会としてのチェック機能を強化
し、翌年度予算へ反映させることとしてい
ます。

交しました。各委員会別の評価結果は次の
とおりです。

議会の行政評価結果の概要

来年度の評価に向けて
（両委員会共通）

　評価は、項目別点数による現状把握が基本であり、一・二次評価で安易に評価をあげるべ
きではなく、改善策を対策として示す評価方式であり、現在の予算重視の評価方法では、適
切な評価とならない項目も見受けられるため、評価シートの見直しを始めとした事業重視の
評価方法に変更する等、評価方法全般の改善を検討されたい。
　施設関連事業（製氷貯氷施設、吉岡温泉、岩部クルーズ等）については、指定管理制度に
よる運営や管理運営費のみであっても行政評価の対象にすべきと思慮するので、評価項目全
般の見直しについても検討されたい。
　シート記載文の誤りがあり、起案・決裁における確認・校正を徹底されたい。
　活動指標・成果指標における数値については、要因を加味し検討されたい。

◎→十分評価できる　　〇→概ね評価できる
△→やや不足している　▲→不足している　

◎ 〇 △ ▲ 計

総務教育 １ 38 ０ ０ 39

経済福祉 １ 25 ２ ０ 28

計 ２ 63 ２ ０ 67

詳しい資料
は議会ＨＰ
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番
号 事  務  事  業 内　　　　容

町
評
価

議
会
評
価

議　会　評　価
説　　　　　明

1 情報公開 議会だより発行など A ◦ 引き続き更なる工夫を期待する。

2 職員研修 研修計画に基づき職
員研修を実施 A 〇

知識・接遇・専門的研修等の質
的向上と関係機関への研修参加
を検討願いたい。

3 車輌管理 公用車両の適正管理 A 〇
引き続き各車両の適切な管理と
運用を進め、事故防止の指導徹
底に努められたい。

4 交通安全対策 町民へ交通安全啓発 A 〇
指導員の高齢化に対処する体制
づくりと、啓発の工夫を図られ
たい。

5 町民運動対策
(青少年等)

青少年問題協議会の
開催など A 〇 犯罪・非行防止のための情報発

信に努められたい。

6 インターネット事業 役場内外のインター
ネット環境維持保全 A 〇 引き続きインターネット利用拡

大の取り組みを期待する。

7 ホームページ管理 ホームページを運用
し行政情報を発信 A 〇

基本的事項や行政情報を日々発
信する等抜本的な対策を図られ
たい。

8 生活館等管理 町内会館の適正な維
持管理 A 〇

公共施設維持保全計画基本方針
に基づく維持管理・有効活用を
期待する。

9 災害対策 防災機器整備など A 〇 戸別受信機の良好な利用のため
継続的なメンテナンスが必要。

10 町内会連合会助成 同連合会の活動支援 A 〇
住民参加を目指した住民活動の
統一的な組織展開を検討された
い。

11 文書広報 町広報誌の発行 A 〇 今後も分かりやすい広報誌発行
と、ちらし集約化の検討を。

12 ふるさと応援基金運
営

ふるさと納税募集
と、寄付者への返礼
品贈呈

A 〇 ふるさと納税寄付者の取り込み
を更に進められたい。

13 産業活性化サポート
事業

地場産品を活用した
新商品開発への助成
など

A 〇 新商品開発のため、関係機関等
の活用についても支援されたい。

14 町民運動対策
（コミュニティ） 町内会連合会へ助成 A 〇 全町的な運動展開を期待する。

15 バス待合所管理 バス待合所の維持管
理 A 〇 今後も利用者にとって快適な施

設の維持管理を期待する。

16 戦没者追悼式事業 追悼式典の実施 A 〇 全町民を参加対象とした新たな
展開を期待する。
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番
号 事  務  事  業 内　　　　容

町
評
価

議
会
評
価

議　会　評　価
説　　　　　明

17 社会福祉 社会福祉団体への支
援 A 〇

社協の財政健全化に向けた自助
努力を進め、適切な業務執行を
願いたい。

18 高齢者行事 敬老会の開催 A 〇 参加者減の要因を分析し、行事
内容、参加方法を検討されたい。

19 在宅福祉事業 老人クラブ連合会へ
の支援 A 〇 老人クラブの活発な活動を期待

する。

20 吉岡総合センター管
理運営

同センターの維持管
理 A 〇 利用者のニーズに合った適切な

管理運営に努められたい。

21 学童保育 授業終了後の学童保
育 A 〇

保育体制を確保し、教育委員会
と連携した特色ある運営を期待
する。

22 ごみ減量化対策 生ごみの自家処理機
購入に対する助成 B △

排出量は増加傾向にあり、生活
様式の改善を徹底指導する検討
を。

23 保育所 認定こども園福島保
育所の運営 A 〇 町の宝である子供たちを町ぐる

みで育てていく取組の工夫を。

24 社会福祉総務 寝たきり老人等在宅
介護手当の支給など A 〇 現在の社会状況を考慮し、手当

額の増額を検討願いたい。

25
重度心身障がい者等
タクシー料金助成事
業

通院するためのタク
シー料金を一部助成 A 〇 利用率低迷の要因を分析し、適

切に執行されたい。

26 老人福祉 希望者へ緊急通報シ
ステム機器を設置 B 〇 必要性は理解するが、他の福祉

事業との統合を検討しては。

27 健康づくり推進
健康フェスティバル
の開催等による町民
の健康増進

A 〇 健康意識の醸成を促す活動に力
点を置かれたい。

28 医療対策
（保健衛生総務）

保健師等に対して修
学資金貸付など A 〇 毎年度貸付実績がない。要因を

分析し、対応を検討すべき。

29 医療対策
（医療対策）

日曜当番医制による
町民健康保持など A 〇 広域的な取り組みを進められた

い。

30 老人保健 リハビリ教室などの
実施 A 〇

町立診療所と連携した在宅リハ
ビリを充実させなければならな
い。

31 多面的機能支払交付
金事業

地域活動組織への活
動経費交付 A 〇 地域活動組織と連携し、円滑な

事業展開を期待する。

32 活性化センター管理
運営

同施設（あづま～る）
の維持管理 A 〇

地域文化の活動拠点としての活
用と、町内外への情報発信を期
待する。
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番
号 事  務  事  業 内　　　　容

町
評
価

議
会
評
価

議　会　評　価
説　　　　　明

33 熊等による被害対策 有害鳥獣の被害防止
と危険個所の巡回 A 〇

有害鳥獣処理施設の運用、受け
入れ態勢等広域を含めた有効活
用を検討されたい。

34 利子補給事業 漁業者の貸付に対す
る利子補給 A 〇 関係機関と連携し、円滑に事務

を進められたい。

35 水産加工振興協議会
補助 同協議会の運営補助 A 〇

原料不足が深刻。基幹産業を支
援する要請活動を強力に進める
べきと考える。

36 水産多面的機能発揮
対策事業

水産業多面的機能を
発揮させる活動組織
支援

A 〇 活動組織と連携し、円滑な事業
展開を期待する。

37 漁村環境改善総合セ
ンター運営

福島・吉岡にある同
施設の管理運営 B △

福島については、現状維持に努
め、吉岡施設は早急に解体すべ
き。

38 労働者支援 職業紹介等の労働支
援 A 〇 効果的な事業の改善、新規事業

の工夫を期待する。

39 観光振興
プロモーションやイ
ベントでのＰＲ事業
など

A 〇 関係機関との役割分担、協力体
制を確認すべきと思慮する。

40 横綱記念館管理運営 同施設の管理運営 A 〇
貴重な資料を無駄にすることな
く両横綱の偉業を顕彰していた
だきたい。

41 特産品センター管理 道の駅内にある同セ
ンターの管理運営 B 〇

道の駅としての評価が低い。内
容充実を図るための再検討が必
要。

42 青函トンネル記念館
管理運営 同施設の管理運営 A 〇

第２青函トンネル構想の情報発
信不足。積極的に取り組む姿勢
が必要。

43 街灯料助成事業 街路灯設置及び街灯
料の助成 A ◦ 他の公共施設等のＬＥＤ化も期

待する。

44 教育関係団体・大会
参加助成

同団体や児童生徒の
大会参加費用の助成 A 〇 物価高騰の影響等も十分把握

し、助成事務を執行されたい。

45 高校魅力化推進事業 入学時の奨励金や検
定受験等の助成ほか A 〇 高校と連携の上、魅力ある学校

づくりに邁進されたい。

46 青少年交流センター
整備事業 同センターの整備 A 〇

適切な生活指導と施設管理を望
む。町・小・中学生等イベントに
よる町民との交流を推進されたい。

47 友好市町交流事業
長野県木曽町、長崎
県松浦市との学生交
流

A 〇
三市町交流事業を推進すると共
に、新たな地域との交流の展開
を期待する。

48 ＡＬＴ招致 英語指導助手２名招
致 A 〇 引き続き英語教育の充実に努力

されたい。
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番
号 事  務  事  業 内　　　　容

町
評
価

議
会
評
価

議　会　評　価
説　　　　　明

49 児童生徒輸送
児童生徒の通学・行
事・大会参加等への
輸送

A 〇 現状の児童生徒送迎等を維持さ
れたい。

50 奨学資金貸付
経済的理由で就学困
難な学生へ奨学資金
貸付

A 〇 国の動向を見ながら、給付型奨
学金の検討を進められたい。

51 教育用コンピュータ
等整備事業

児童生徒へのタブ
レット等の整備など A 〇 タブレット等の更なる有効活用

を図られたい。

52 教員住宅管理
教員の生活拠点とな
る住環境の整備・管
理

A 〇 引き続き計画的な管理を進めら
れたい。

53 小学校管理 小学校の適正な管理
運営など A 〇

児童が快適な環境で学習できる
よう施設の長寿命化に努められ
たい。

54 中学校管理 中学校の適正な管理
運営など A 〇

生徒が快適な環境で学習できる
よう施設の長寿命化に努められ
たい。

55 学校給食センター 児童・生徒への学校
給食の充実 A 〇 米等の地元食材の活用拡大に更

なる努力を求める。

56 社会教育総務 社会教育委員会議、
スポーツ、講座など A 〇

社会教育の現状を把握し、指導
体制の確立と活発な事業展開を
期待する。

57 読書活動 福祉センター内図書
室の運営 A 〇

今後も図書管理システムの有効
活用と図書司書の配置を期待す
る。

58 成人教育 各種講座の開催など A 〇 今後も住民ニーズを把握し、
リーダー養成に努められたい。

59 青年教育 成人式の開催など A 〇 式典の在り方の検討を進め、青
年教育の新たな展開を期待する。

60 少年教育
青少年主張大会、学
生対象の講座開催な
ど

A 〇 新しい事業も取り入れているが、
更に積極的な展開を期待する。

61 芸術・文化
芸術鑑賞事業、町民
文化祭主催の文化団
体協議会へ助成

A 〇 新たな展開を期待する。

62 文化財保護
歴史講座開催、埋蔵
文化財の保存と啓蒙
など

A 〇 学芸員を活用した専門的な文化
財保護活動を期待する。

63 保健体育総務 各種社会体育事業の
開催など A 〇 指導体制の確立と活発な事業展

開を期待する。

64 総合体育館運営 同施設の維持管理 A 〇 利用者の視点に立った維持管理
に努められたい。
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番
号 事  務  事  業 内　　　　容

町
評
価

議
会
評
価

議　会　評　価
説　　　　　明

65 町民プール運営 同施設の維持管理 A 〇 適切な管理、有効活用を進めら
れたい。

66 ファミリースポーツ
公園管理 同施設の維持管理 A 〇 児童生徒等の利用を促進する事

業等、利用拡大を検討されたい。

67 福祉センター運営 同施設の維持管理運
営 A 〇 施設の適切な維持管理に努めら

れたい。

文書質問 質問事項：水道管未設置の状況について

質 問 者：藤山　大 議員

　水道は、飲料水等必要なライフラインであり、町民の日常生活に欠くことのでき
ない重要なインフラ施設です。
　しかし、現在、井戸を使っているという理由で、水道管が通っていない箇所があ
ります。本来、水道管は住民の暮らしている場所すべてに通すべきであり通ってい
ない場所があるのはおかしいと思い次の点について伺います。

１．水道を使用せず、井戸水等を使用している状況を把握しているか。
２、水道管未設置個所への設置計画は。
３．設置の際の助成を考えているか。

　公営企業会計は独立採算制が基本とされ、受益者からの収入により設備投資にか
かった費用を回収しながら運営するものとされております。水道管を布設した当時、
水道利用の意向調査を実施しておりますが、井戸利用などによる水道
利用の意向が無い区間については水道管の必要性が無いことや収益が
見込めない事から水道管布設は行っておりません。

１．井戸のみを使用している世帯は60件程度ととらえております。
２．設置計画については、平成30年度認可変更計画においても新た
　な水道管設置については考えておりません。
３．助成については、上記と同じ理由や、既設の加入者との均衡の観点からも考え
ておりません。

町長からの回答


